
第１問 生徒Ａと生徒Ｂが，「公共」の授業で学んだ「自由」について，次のノートに

その内容をまとめた。ノートを読み，後の問い（問１～４）に答えよ。（配点 １２）

近代市民革命を経てつくられた近代憲法では，人々の自由と平等の確保

が求められ，信教の自由などの自由権と，法の下の平等の保障に主眼が置

かれた。

資本主義経済の発展とともに貧困や失業などの社会問題が深刻化し，２０世

紀に入ると，社会的・経済的弱者を保護し実質的平等を達成するために，国家

の積極的な施策を求めることを内容とする社会権も必要だという主張が広がっ

た。この社会権は，その特徴から「 ア 」と言われる。

日本国憲法をみると，個人の尊重原理を基礎に，様々な自由権や法の下の平

等だけでなく， イ などの社会権も保障されている。

権利の内容だけでなく，権利の保障のあり方にも展開がみられる。大日本帝

国憲法では，権利は法律の範囲内でしか保障されなかった（法律の留保）。これ

に対して，日本国憲法では，大日本帝国憲法のような法律の留保はなく，憲法

の保障する基本的人権を法律などが侵害していないかを審査する権限（違憲審

査権）が，裁判所に付与されている。
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問 １ ノート中の ア ・ イ に入る語句の組合せとして最も適当なもの

を，次の�～�のうちから一つ選べ。 １

� ア 国家からの自由 イ 労働基本権

� ア 国家からの自由 イ 国家賠償請求権

� ア 国家による自由 イ 労働基本権

� ア 国家による自由 イ 国家賠償請求権
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問 ２ 下線部に関して，生徒Ａは自由と責任の関係に，生徒Ｂは自由と理性の関

係に関心をもち，それぞれ文献を調べた。その結果を，生徒Ａはメモ１に，生

徒Ｂはメモ２にまとめた。次のメモ１・メモ２と，それぞれに該当する後の事

例ａ～ｃの組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。

２

人間は，特定の社会的状況の下に置かれながらも，その状況を超えて，

自分の生き方を自由に選ぶことができる。しかし，どのような結果であっ

ても，選択したことの結果に対しては全面的に責任を引き受けなくてはな

らない。

メモ１

根本的な意味での自由とは，自分の欲求や感情にしたがって行動するこ

とではなく，自分の理性を用いてそうした欲求や感情を抑制し，自律的な

意志に基づいた行動を遂行することである。

メモ２

事例

ａ 大学卒業がかかる学期末試験の準備をやめて，試験前日までオンライン

ゲームで遊んだ。試験には通らず，卒業できなくなったので退学した。

ｂ 大学の授業が終わった後，友人にカラオケに誘われ，行きたくなった。し

かし，別の友人と先に交わした約束を守ることは義務だと考えて断った。

ｃ 働きたくなかったので，大学卒業後は就職すべきだという周囲の声をよそ

に海外放浪に出た。帰国後，就職するまで苦労した。

� メモ１―ａ メモ２―ｂとｃ � メモ１―ｂ メモ２―ａとｃ

� メモ１―ｃ メモ２―ａとｂ � メモ１―ａとｂ メモ２―ｃ

� メモ１―ａとｃ メモ２―ｂ � メモ１―ｂとｃ メモ２―ａ
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問 ３ 下線部に関連して，生徒Ａと生徒Ｂは，先生Ｔと日本における表現の自由

について会話をしている。次の会話文中の ア ・ イ に入る語句の組

合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ３

Ｔ：なぜ表現の自由が重要だと考えられていると思いますか。

Ａ：選挙の場面で考えてみると，有権者は，様々な主張を比較して，どの立場

が望ましいかを検討し，投票します。しかし，例えば，政権与党の政策に

対する批判を，政府が不適当な表現として発表を事前に禁止してしまうと

なれば…。

Ｂ：それは日本国憲法が明文で禁止する ア ですね。発表が禁止されてし

まうと，その政策に対する批判は世の中に現れません。そうすると，有権

者はどの立場が望ましいかを十分に比較して投票することができなくなり

ますね。

Ａ：この ア の禁止は，憲法が表現の自由を重視することの一つの現れと

いえそうです。他方で，プライバシーや名誉を傷つける表現については，

必要最小限度の制約は許されるとも学びました。

Ｂ：その他にも，外国人や特定の民族などの排斥をあおる差別的言動である

イ が問題となり，これに対応するため２０１６年に「 イ 解消法」

が制定されました。事実や意見を自由に述べることが個人や社会にとって

重要だとしても，何を述べてもよいというわけではないのですね。

Ｔ：そうですね。表現の自由の制約が許されるかは，他者の権利を保護する必

要性と，表現の自由の重要性の双方を踏まえて，慎重に検討する必要があ

ります。

� ア 検閲 イ ヘイトスピーチ

� ア 検閲 イ ポピュリズム

� ア 秘密選挙 イ ヘイトスピーチ

� ア 秘密選挙 イ ポピュリズム

公共，政治・経済

―１５７― （２２０２―１５７）



問 ４ 下線部に関して，日本における裁判に関する法制度の記述として最も適当

なものを，次の�～�のうちから一つ選べ。 ４

� 最高裁判所は，法律が憲法に反しているかどうかを，具体的な事件とはか

かわりなく審査する。

� 裁判員の参加する裁判では，裁判員は，量刑の判断は行わず，有罪か無罪

かの判断のみを行う。

� 罷免の訴追を受けた裁判官を罷免するかどうかを決める弾劾裁判所は，最

高裁判所に設けられている。

� 下級裁判所として，高等裁判所，地方裁判所，家庭裁判所，簡易裁判所が

設けられている。
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第２問 生徒Ａと生徒Ｂは，「公共」の授業で，公正な社会をどのように実現するか

に関する探究学習を行っている。次の問い（問１～４）に答えよ。（配点 １３）

問 １ 公正な社会の実現に向けて解決すべき課題に関して，先生Ｔは授業で次のよ

うな問題提起をした。先生の問題提起中の ア ・ イ に入る語句の組

合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ５

先生の問題提起

公正な社会の実現には，どのような課題があるだろう。

政治哲学者サンデルは，人は自分が生まれ育った共同体の一員として，

その共同体の価値観を身につける点を重視し，共同体で共有されている

ア を実現することが公正な社会の基盤になる，と述べている。

他方，グローバル化が進み，人の移動が盛んな現代では，異なる共同体

で生まれ育ち，別々の価値観を身につけた人々によって公共空間が形成さ

れている。

青年期の発達課題を論じた教育学者 イ は，『人間の発達課題と教

育』という著書で，発達課題の一つとして，行動の指針としての価値観や

倫理体系を身につけるという項目を挙げている。

公共空間においては，他者との対話や議論を通じて，多様な価値観や倫

理体系があることを学び知り，新たな価値観や倫理体系の創造や，合意形

成を目指していくことが課題となるのではないだろうか。

公正な社会の実現に向けて，現在解決すべき課題にはどのようなものが

あるか，考えてみよう。

� ア 共通善 イ ハヴィガースト

� ア 共通善 イ リースマン

� ア 原初状態 イ ハヴィガースト

� ア 原初状態 イ リースマン
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問 ２ 生徒Ａと生徒Ｂは，先生Ｔの問題提起を受け，現在解決すべき課題について

探究学習を進めていたところ，日本では雇用形態や性別によって所得に差があ

ることを知り，次の表を見つけた。表から読み取ったことを後のＸ～Ｚに記

し，さらにその後の探究学習で学んだことを後のメモにまとめた。メモ中の

ア には後の語句ａ・ｂのいずれかが入る。表を正しく読み取ったもの

と， ア に入る語句の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうち

から一つ選べ。 ６

表 雇用形態別 男女別 所得分布（２０２２年） （％）

所得
（主な仕事から
の年間収入・収
益）

正規雇用者 非正規雇用者

男性 女性 男性 女性

９９万円以下 ０．３ ０．８ １．８ ３．１

１００～１９９万円 ２．４ ７．４ １９．２ ３３．９

２００～２９９万円 １４．９ ３２．７ ４４．０ ４９．５

３００～３９９万円 １９．５ ２６．７ １８．９ １０．１

４００～４９９万円 １８．４ １５．８ ８．１ ２．０

５００～５９９万円 １３．８ ７．９ ３．５ ０．９

６００～６９９万円 ９．９ ４．２ ２．１ ０．２

７００～７９９万円 ７．５ ２．２ ０．８ ０．１

８００～８９９万円 ４．８ １．２ ０．７ ０．０

９００～９９９万円 ２．９ ０．４ ０．３ ０．０

１，０００万円以上 ５．６ ０．８ ０．８ ０．１

（注�） 表では，元の統計資料の「正規の職員・従業員」を正規雇用者，「非正規の職
員・従業員」を非正規雇用者とした。

（注�） ここでは元の統計資料のうち年間就業日数が２００日以上，週間就業時間が
４０～４４時間である正規雇用者と非正規雇用者を比較した。

（注�） 所得は，元の統計資料に依拠し，�万円単位で示している。
（注�） 数値は四捨五入しているため，合計は１００％にならないことがある。
（出所） 総務省Webページにより作成。
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Ｘ 非正規雇用者の男性では，所得「２００～２９９万円」の層が�割以上いるが，

正規雇用者の男性ではいずれの所得の層も�割を超えているところはない。

Ｙ 所得２９９万円以下の非正規雇用者の女性の割合は�割以上であるが，所得

２９９万円以下の非正規雇用者の男性の割合は�割台である。

Ｚ 所得９００万円以上の正規雇用者の男性の割合は�割を超えているが，所得

９００万円以上の正規雇用者の女性の割合は�割未満である。

メモ

・ 表によると，ほぼ同じ時間働いているのに，雇用形態によって所得の

分布が異なる。また，同じ雇用形態でも性別によって所得の分布が異な

る。

・ 非正規雇用者が正規雇用者と同じ仕事をしていることもある。

・ 時給換算すると，非正規雇用の方が賃金が低く設定されていることが

多い。

・ 雇用形態や性別による所得の差の是正に向けて，日本では今後，ヨー

ロッパ諸国のように ア をさらに進めていくことが重要であると考

えられる。

ア に入る語句

ａ 同一労働同一賃金 ｂ 終身雇用制

� Ｘ，ア―ａ

� Ｘ，ア―ｂ

� Ｙ，ア―ａ

	 Ｙ，ア―ｂ


 Ｚ，ア―ａ

� Ｚ，ア―ｂ

公共，政治・経済

―１６１― （２２０２―１６１）



問 ３ 生徒Ａと生徒Ｂは，世代間の公正にかかわる経済格差と雇用形態との関係に

ついて，先生Ｔとともに，さらに探究学習を進めていたところ，貧困の問題に

気づいた。次の会話文を読み，会話文中の ア ～ ウ に入る語句の組

合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ７

Ａ：日本は，年間所得が全国民の所得の中央値の半分に満たない人の割合であ

る ア が，OECD加盟国のなかでも高いです。とりわけ，働いてい

ても所得の低いワーキングプアが問題になっています。

Ｂ：母子世帯の就業率は，OECD加盟国のなかでも高いです。ひとり親世帯

の貧困が問題になっていることを考えると，就業が貧困の解消には必ずし

もつながっていないように思えます。

Ｔ：１９９９年の イ の改正で対象とする業務の範囲が拡大されたことや，

産業構造の変化を背景に，非正規雇用者の割合が増えています。日本型雇

用慣行の下では，一度非正規雇用になると，その後，正規雇用者として働

くことは難しく，実際に，１９９０年代半ばから２０００年代前半の不況のとき

に新卒で正規雇用に就きにくかった ウ 世代は，いまだに所得の低い

人が多いようです。

Ａ：働き方の選択肢が増えたのはよいと思いますが，貧困に陥ってしまうくら

い所得が低いのは問題です。貧困は次世代にも関わってくるので，さらな

る対策を考えたいと思います。
（注） 年間所得とは，世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割ることで調整した等

価可処分所得のことである。

� ア 絶対的貧困率 イ 労働者派遣法 ウ 就職氷河期

� ア 絶対的貧困率 イ 労働者派遣法 ウ 第一次ベビーブーム

� ア 絶対的貧困率 イ 最低賃金法 ウ 就職氷河期

� ア 絶対的貧困率 イ 最低賃金法 ウ 第一次ベビーブーム

� ア 相対的貧困率 イ 労働者派遣法 ウ 就職氷河期

� ア 相対的貧困率 イ 労働者派遣法 ウ 第一次ベビーブーム

	 ア 相対的貧困率 イ 最低賃金法 ウ 就職氷河期

� ア 相対的貧困率 イ 最低賃金法 ウ 第一次ベビーブーム
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問 ４ 生徒Ａと生徒Ｂは，探究学習で学んだことを他の生徒の前で発表した。その

後，クラスで，公正な社会の実現に向けて様々な構想を話し合った。次の構想

１・構想２中の ア ・ イ には後の記述Ｘ～Ｚのいずれかが入る。そ

の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ８

構想１

貧困状態に陥ることを防ぐために，国民に一定の現金を給付したらよいと思

う。その場合，所得制限のある施策は支援の対象とならない人に不公平感を生

むことがあるので， ア ことがよいと考える。申請をしなくても給付があ

るようにすれば，社会保障の仕組みを簡素化できる。ただし，この対策は，支

給される金額によって，財政支出の規模が変わり，また，人々の労働意欲にも

影響を与える可能性もあるため，支給額を慎重に検討する必要がある。

構想２

ヨーロッパの一部の国で行われている「ワークシェアリング」という方法を，

日本でも本格的に導入したらどうか。これは，仕事を分け合うために イ

という方法で，雇用される人の数を維持または増やすことができる。長時間労

働の対策にもなり，より多くの人が，経済活動と同時に，家庭生活，社会活動

を調和させて，いろいろな経験ができるようになる。ただし，個人の所得が低

くなる場合には，社会保障政策のあり方も一緒に検討する必要がある。

記述

Ｘ 所得の低い家庭の子どもに無償または安価で食事を提供する

Ｙ すべての人に最低限度の所得を保障する

Ｚ 労働者一人あたりの労働時間を短縮する

� ア―Ｘ イ―Ｙ � ア―Ｘ イ―Ｚ � ア―Ｙ イ―Ｘ

� ア―Ｙ イ―Ｚ � ア―Ｚ イ―Ｘ � ア―Ｚ イ―Ｙ
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第３問 生徒Ｘと生徒Ｙの学校の「政治・経済」の授業で，「公と私をめぐる諸問題」

をテーマにグループワークを実施した。そこでは，経済分野における私的な活動と

公的な活動の関係や，政治分野における公と私のかかわりについて話し合った。こ

れに関して，後の問い（問１～６）に答えよ。（配点 １９）

問 １ グループワークでは，まず経済分野について話し合った。生徒Ｘは，次のメ

モを使いながら，私的な経済活動を支える市場の働きについて説明した。メモ

中の ア ～ ウ に入るものの組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ９

完全競争市場を想定し，右下がりの需要曲線と右上がりの供給曲線を

使って市場の働きについて考えてみる。需要量と供給量が異なる場合，そ

れは品不足や売れ残りがあることを意味する。たとえば，価格が図中の

P２だとしたら，需要量が供給量より ア ，その差は図中の Q３から

イ を引いた値である。この需給の不一致によって価格が変化し，そ

れは需要量を ウ させると同時に，供給量をその反対の方向に変化さ

せるだろう。最終的には価格は P１に落ち着いて，需要量と供給量が等し

くなると考えられる。このように，市場には需給を調整する機能がある。

需要量・供給量

需要曲線

価格

Q　2

P　2

O

P　1

Q　1 Q　3

供給曲線
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� ア 少なく イ Q２ ウ 減少

� ア 少なく イ Q２ ウ 増加

� ア 少なく イ Q１ ウ 減少

� ア 少なく イ Q１ ウ 増加

� ア 多く イ Q２ ウ 減少

� ア 多く イ Q２ ウ 増加

� ア 多く イ Q１ ウ 減少

	 ア 多く イ Q１ ウ 増加

問 ２ グループワークでは，次に政府の経済活動について話し合い，財政の機能に

議論が及んだ。不況期に財政が景気を安定化させることに関する記述として最

も適当なものを，次の�～�のうちから一つ選べ。 １０

� 増税をせずに政府支出を増やすことによって，景気を回復に向かわせる。

� 減税をせずに政府支出を減らすことによって，景気を回復に向かわせる。

� 累進課税制度によって自動的に税収が増えるだけでなく，社会保障給付も

増えるため景気が回復に向かう。

� 累進課税制度によって自動的に税収が減るだけでなく，社会保障給付も減

るため景気が回復に向かう。

公共，政治・経済
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問 ３ グループワークでは，生徒Ｙは，次のメモを使いながら市場の機能の限界と

政府の役割について説明した。メモ中の ア ～ ウ に入るものの組合

せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １１

経済理論では，完全競争市場で自由に取引がなされると，資源の効率的

な配分が実現すると説明されるが，市場の機能が十分に発揮されない場合

もあり，その一例として公共財が考えられる。公共財の特徴は， ア

ことと， イ ことである。公共財はフリーライダーを生じさせるた

め，もし民間企業だけが公共財を供給するならば，供給量が最適な水準と

比べて ウ になると考えられる。このように，市場の機能には限界が

あり，政府には公共財を供給するという重要な役割があるといえる。

ア に入る記述

ａ ある人が利用したら他の人は利用できない

ｂ 多くの人々が同時に利用できる

イ に入る記述

ｃ 対価を支払わない人は利用できない

ｄ 対価を支払わない人も利用できる

ウ に入る語句

ｅ 過小 ｆ 過大

� ア―ａ イ―ｃ ウ―ｅ � ア―ａ イ―ｃ ウ―ｆ

� ア―ａ イ―ｄ ウ―ｅ � ア―ａ イ―ｄ ウ―ｆ

� ア―ｂ イ―ｃ ウ―ｅ � ア―ｂ イ―ｃ ウ―ｆ

	 ア―ｂ イ―ｄ ウ―ｅ � ア―ｂ イ―ｄ ウ―ｆ
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―１６６― （２２０２―１６６）



問 ４ グループワークでは，政治分野における公と私のかかわりについても話し合

われ，それを踏まえて，生徒Ｘは，日本の最高裁判所の裁判例について調べ

た。次のア～ウのうち，最高裁判所で違憲の判断が示された事件をすべて選

び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。

１２

ア 在外国民が衆議院と参議院の比例代表選挙でしか投票できないとしていた

公職選挙法の規定について争われた事件

イ 特定の障害をもつ者などに対して不妊手術を強制する根拠となった旧優生

保護法の規定について争われた事件

ウ 障害福祉年金と児童扶養手当の併給を禁止していた児童扶養手当法の規定

について争われた事件

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ
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問 ５ 生徒Ｘと生徒Ｙは，グループワークの中で，国家が個人の自由を実現するに

はどうしたらよいかについて話し合った。次の会話文中の ア ・ イ

に入る記述の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選

べ。 １３

Ｘ：個人の自由を実現するためには，国家が関与しなければならないこともあ

るだろうけれど，日本国憲法ではどのように考えられているのかな。

Ｙ：ある最高裁判決によれば，「憲法は，全体として，福祉国家的理想のもと

に，社会経済の均衡のとれた調和的発展を企図して」いるそうだよ。

Ｘ：その続きを読むと，「すべての国民にいわゆる生存権を保障し，その一環

として，国民の勤労権を保障する等，経済的劣位に立つ者に対する適切な

保護政策を要請している」とも述べられているんだね。

Ｙ：そうだね。ここでいわれている生存権の具体化の例として， ア こと

があげられるんじゃないかな。

Ｘ：例をあげると理解しやすいね。さっきの判例で触れられていた勤労権が立

法を通じて具体化された例としては， イ ことがあるよね。

Ｙ：なるほどね。ほかにも例を探して，理解を深めてみようか。

ア に入る記述

ａ コメの国内生産者に対して補助金を支払う

ｂ 生活の困窮により保護を必要とする者に生活費を支給する

イ に入る記述

ｃ 求職者に公共職業安定所，いわゆるハローワークを通じた職業紹介を行う

ｄ 労働者に労働組合を通じた使用者との交渉権を与える

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ
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問 ６ 生徒Ｘは，公と私の区分に関して政治思想における位置づけを調べたとこ

ろ，次の資料をみつけた。資料から読みとれる内容として正しいものを後の

ア～ウからすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。 １４

公私二元論とは，人間の活動の場を「公的領域」と「私的領域」に分ける考

え方を指す。この考え方に従えば，公的領域における活動は，政治的な意

思決定を通じた権力行使の対象となるのに対して，私的領域における活動

は，政治的な介入の対象から除外される。自由主義を中心とする近代の政

治思想は，この両者を分けることで，国家権力の介入できない領域を確保

し，個人の自由を守ることを目指したとされる。

だがフェミニズムは，この公私区分が女性の抑圧を生んできたと批判す

る。なぜなら，この公私区分は，実際には男性と女性の性別役割分業と対

応していたからである。すなわち，男性は公的領域において政治活動と経

済活動を担い，女性は私的領域である家庭に閉じ込められる。女性が男性

による家庭内暴力にさらされても，それは政治の争点にはならない。

（注）「フェミニズム」とは，性差が女性にもたらす差別や不平等を是正しようとする
主張や運動のことをいう。

（出所） 前田健太郎『女性のいない民主主義』

ア 公私二元論からすれば，公的領域と私的領域の活動の双方が，政治的な権

力行使の対象となる。

イ フェミニズムの考え方によれば，公私二元論では，私的領域における女性

の抑圧は政治の争点にはならない。

ウ 公的領域の活動よりも，私的領域の活動に政治的な介入をすべきとするの

が公私二元論とフェミニズムに共通する考え方である。

� ア � イ � ウ

� アとイ � アとウ � イとウ � アとイとウ
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第４問 生徒Ｘ，Ｙ，Ｚは，「政治・経済」の授業で，新聞記者Ｊによる EU（欧州

連合）を中心とするヨーロッパ情勢に関する特別授業を受けて，授業の内容につい

て話し合っている。これに関して，後の問い（問１～６）に答えよ。（配点 １８）

Ｘ：Ｊさんは，自国中心主義を主張する政治勢力の台頭や２０２２年のロシアによる

ウクライナへの侵攻開始もあって，ヨーロッパでは地域統合のあり方が問題に

なっていると，ヨーロッパでの長い特派員経験を踏まえて指摘されていたね。

Ｙ：ヨーロッパでは第二次世界大戦後に地域統合が進んで，国家の主権の一部

が EUへ移譲されてきたことを以前の授業で学んだよね。

Ｚ：２００９年のギリシャ財政危機に際し，財政の面で EUの加盟国の間で健全度の

差が大きかったこともあって，対応策をめぐって全体での合意が容易ではな

かったとＪさんは解説されていたよね。

Ｘ：財政面だけでなく，EUがギリシャに金融の面での支援をすることについて

も，ドイツなどで消極的な意見がみられたと説明されていたよ。

Ｙ：そういえば，イギリスの EUからの離脱もあったね。自国中心主義の動きが強

まると，地域統合のあり方も変化を迫られそうだね。

Ｚ：EU加盟国の中には，エネルギー資源などをめぐる自国の利益を重視して，

ロシアへの制裁に消極的な姿勢をとる国もみられたとＪさんは話されていたよ

ね。

Ｘ：経済に関するお話以外でも，国際法や EUとしての外交についても話されて

いたけれど，統合が進むにつれて情報公開の重要性が高まることを強調さ

れていたね。

Ｙ：ヨーロッパでの環境に関する法令や裁判例についてのお話も興味深かった

な。とくに，欧州人権裁判所が，スイス政府の気候変動対策が不十分だとする

判決を出したとのお話に注目したよ。

Ｚ：日本の財政政策や金融政策，エネルギー安全保障のあり方を考える上でも，

ヨーロッパの動きは参考になると思うから，さらに調べてみようか。

公共，政治・経済
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問 １ 下線部に関連して，生徒Ｘは，EUにおける財政面と金融面の制度と政策

の特徴について調べた。EUにおける財政政策に関する制度の記述として正し

いものを次の記述アかイ，EUにおける金融政策に関する制度の記述として正

しいものを後の記述ウかエから選び，その組合せとして最も適当なものを，後

の�～�のうちから一つ選べ。 １５

EUにおける財政政策に関する制度

ア EUのすべての加盟国において，欧州委員会による一元的な財政政策がと

られている。

イ EUのすべての加盟国で，各国別の財政政策がとられている。

EUにおける金融政策に関する制度

ウ 共通通貨ユーロを導入している国において，欧州中央銀行による一元的な

金融政策がとられている。

エ 共通通貨ユーロを導入している国で，各国別の金融政策がとられている。

� アとウ � アとエ

� イとウ � イとエ

問 ２ 下線部に関連して，生徒Ｙは，日本における金融政策について調べた。日

本における金融政策に関する記述として最も適当なものを，次の�～�のうち

から一つ選べ。 １６

� ペイオフ制度の下で，銀行への公的資金の注入が禁止された。

� バーゼル合意によって，マネタリーベースが政策目標から排除された。

� 量的・質的金融緩和によって，インフレーションの抑制がめざされた。

� 非伝統的金融政策の下で，マイナス金利が導入された。

公共，政治・経済
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問 ３ 下線部に関連して，２０２２年のロシアによるウクライナ侵攻に伴うヨー

ロッパでのエネルギー資源の貿易の変化に関心をもった生徒Ｚは，次の表１と

表２を作成し，生徒Ｘ，生徒Ｙとともに表１と表２から読みとれることについ

て話し合っている。後の会話文中の ア ・ イ に入るものの組合せと

して最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １７

エネルギー資源 ２０２１年から２０２３年への
輸入量の変化率（％）

原油 －９０％

石油製品 －９１％

天然ガス －８３％

液化天然ガス（LNG） ＋３８％

天然ウラン ＋４５％

石炭 －１００％

（出所） Bruegel Institute, EUの各Webページにより作成。

表１ EU全加盟国におけるロシアからの主要エネルギー資源別の輸入動向

国・地域 ２０２１年から２０２３年への
輸入量の変化率（％）

ロシア －７１％

ノルウェー ＋１０％

北アフリカ諸国 －�％

アメリカ ＋１９７％

（出所） EU Webページにより作成。

表２ EU全加盟国の天然ガス（LNG を含む）の輸入動向（国・地域別）

Ｚ：ロシアがウクライナへ侵攻を開始した後，EU加盟国もロシアに対して広

範に経済制裁を実施したね。でも，EU加盟国の中にはエネルギー資源の

供給をロシアに依存していた国もみられたよ。

Ｘ：表１をみると，ロシアからの LNGと天然ウランの輸入量が増加したね。

公共，政治・経済
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Ｙ：天然ガスと LNGで対照的な動きがみられるよ。

Ｚ：気体の天然ガスは常温のままパイプラインで輸送できるけれども，パイプ
ふ せつ

ラインが敷設されていないところでは，天然ガスは超低温に冷却し液化し

て LNGにした上で特殊なタンカーで運ばれるため，輸送コストが高くな

るんだ。

Ｘ：表１で，なぜロシアからの LNGの輸入が増加したのかな。

Ｚ：ドイツとロシアを結ぶ海底パイプラインが２０２２年�月に爆破されたこと

も影響していそうだね。表１において LNGや天然ウランの輸入が増加し

ているのは，EUが経済制裁でロシア産のエネルギー資源を ア 輸入

制限の対象としたことが重要な要因と考えられるね。

Ｙ：ところで，表２によると，アメリカからの輸入量が約２００％増えている

ね。

Ｚ：その背景には， イ ことから，EU加盟国がアメリカからの天然ガス

の輸入を増加させたという事情があったと考えられるよ。

Ｘ：自国産の原油や天然ガスが少ないという点で，日本と多くの EU加盟国と

は共通しているし，EUの動きは参考になるね。今後もこの問題を調べて

いこうか。

ア に入る語句

ａ 例外なく ｂ 選択的に

イ に入る記述

ｃ EU加盟国とアメリカとの間にはリスボン条約が締結されて，双方の間で

モノの移動の自由が確保されている
けつ

ｄ アメリカで頁岩（シェール）層に埋蔵されている天然ガスの採掘技術が発達

して，生産量が増加している

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ
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問 ４ 下線部に関する記述として最も適当なものを，次の�～�のうちから一つ

選べ。 １８

� 国家間の文書による合意としての条約については，実際には，条約だけで

なく協定や規約などさまざまな名称も用いられている。

� 国際法の主体は，国際連合（国連）などの国際機関であり，国家や個人は限

られた範囲において国際法の主体と認められている。

� 公海自由の原則は，国際慣習法として発展してきたが，現在ではラムサー

ル条約において成文化されている。

� 国際社会には統一的な立法機関は存在しなかったが，国連憲章において，

国連総会が国際法の統一的な立法機関として規定されている。

問 ５ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，日本における情報公開について話

し合っている。次の会話文中の ア ・ イ に入る語句の組合せとして

最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １９

Ｘ：新聞記者のＪさんは，特別授業の最後に，私たちが１８歳になって選挙権

を行使するにあたっては，外交や国内政治について関心をもっておくこと

が重要だと指摘されていたね。

Ｙ：そのためには，政府による情報公開が重要になるね。

Ｘ：そうだね。日本では，地方公共団体において情報公開条例が ア ，中

央省庁の行政文書を対象とした情報公開法が制定された，と授業で学習し

たね。

Ｙ：授業では，法律が制定された後に各地方公共団体での条例の制定が促進さ

れていく場合もあれば，各地方公共団体で条例が先行して制定された後に

法律が制定される場合もあることも，学習したよね。

Ｘ：情報公開法では，行政文書の開示を請求する権利が定められていて，外国

人や法人にも情報公開請求権が認められていることも学習したよ。

Ｙ：そして，情報公開請求について不開示決定がなされた場合，請求者が不服

申立てを行うことも認められているね。

公共，政治・経済
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Ｘ：ただ，情報公開が進む一方で，外交や防衛など安全保障にかかわる秘匿性
ろうえい

の高い情報の漏洩を処罰する特定秘密保護法が制定されているね。

Ｙ：特定秘密保護法については，国民の イ を侵害しないような運用が求

められているよ。

� ア 制定される前に イ 知る権利

� ア 制定される前に イ アクセス権

� ア 制定された後に イ 知る権利

� ア 制定された後に イ アクセス権
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問 ６ 下線部に関連して，日本の法令や裁判例に関する記述として最も適当なも

のを，次の�～�のうちから一つ選べ。 ２０

� 環境影響評価法は，事業者が行う開発が環境に与える影響を事前ではなく

事後的に調査し，その結果を公表することを事業者に対して義務づけてい

る。

� 循環型社会形成推進基本法は，生産者が製品の廃棄やリサイクルの段階ま

で一定の責任を負うという，拡大生産者責任の考え方を取り入れている。

� 大阪空港の周辺住民が，航空機の騒音などの被害から生活環境を守るため

に，国に対して夜間の飛行差止め等を求めた裁判において，最高裁判所は夜

間の飛行差止めを認めた。
とも

� 広島県福山市の鞆の浦地区の周辺住民が，歴史的・文化的景観が損なわれ

るとして，湾の埋立て免許の交付差止め等を求めた裁判で，広島地方裁判所

は周辺住民の景観利益を認めなかった。

公共，政治・経済
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第５問 生徒Ｘと生徒Ｙは，国際政治・経済の課題について議論をしている。次の

会話文を読み，後の問い（問１～６）に答えよ。（配点 １９）

Ｘ：現代では，自国の利益と地球全体の利益との関係が問題になってきているね。

自国の利益をできるだけ優先したくなる考え方も理解はできるよね。

Ｙ：排他的に自国の利益を優先する主張は，主権を有する国家間の衝突の可能

性を高めるし，やっかいな問題だよ。互いに利益を与え合うことの重要性を理

解した方がいいと思うよ。

Ｘ：でも，国家間の問題も分析できるゲーム理論を使えば，互いに利益を与え

合う選択をとることの困難さも示すことはできるよね。

Ｙ：それはつまり，ゲーム理論は問題解決に必要な前提や対策を明らかにできると

いうことだよね。

Ｘ：そうだね。他方では，国家間の問題だけでなく，現代の巨大企業が，市場

に大きな影響力をもっていることも指摘されているね。依存効果のよう

に，消費者の商品の購入という日常的な活動にまで，巨大企業の影響が及んで

いるといわれているよ。各国政府が消費者を守るために企業の活動を規制して

いく必要があるのではないかな。

Ｙ：そうとは限らないと思うよ。実際は企業の開発する新製品で生活は便利になっ

たり，企業が世界規模で生産活動をしてきたことで安く商品を買えるように

なったりするし，私たちにも利益をもたらしているともいえるよ。

Ｘ：一方で，企業の生産活動に関連して，児童労働や環境破壊の問題が指摘された

こともあったよね。これらの問題については，やっぱり国際的な規制が必要だ

と思うよ。実際，人権については，国内法だけでなく，条約によって国際

的に保障されている側面もあるよね。

Ｙ：国際社会の関与が必要とされる国内問題としては，紛争や内戦で住民が生命の

危機にさらされる人道危機のことも考えられるね。人道危機に対処しよう

とする国際社会にとっての大きな障壁は，国際社会の基本原則である内政不干

渉の原則との関係だよね。この点における国際協調の仕組みづくりが今後の課

題だと思うよ。

公共，政治・経済
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問 １ 下線部に関する記述として最も適当なものを，次の�～�のうちから一つ

選べ。 ２１

� 主権の概念は，中世ヨーロッパにおいて，国家を統治する国王の行為を宗

教的権威により規制する教会の権力として成立した。

� １７世紀から１８世紀にかけての一連の市民革命において，すべての成人男

女に選挙権を与える普通選挙制の確立とともに，国民は主権を獲得した。

� 主権を有する国家は，国内的には領域内のすべての人々を統治する最高権

力をもち，対外的には他国から独立している。

� 国家の三要素とは，領土・領海・領空からなる領域，権力者が統治を行う

政府，および主権である。

公共，政治・経済
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問 ２ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，国際貿易における関税のメリッ

ト・デメリットを議論し，次の前提と表から構成されるメモを作成した。後の

記述ア～ウのうち，次のメモから導かれる内容として正しいものはどれか。当

てはまるものをすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�

のうちから一つ選べ。 ２２

前提

・A国と B国は，「低関税」か「高関税」の政策を選ぶ。

・両国は事前に交渉できず，相手の選択がわからない状況で「低関税」か「高

関税」のいずれか一方の政策を同時に選択する。

・それぞれの国の企業と消費者の損得や GDP（国内総生産）への影響などを

考慮して点数化すると，次の表のような点数を両国は得られる。

・両国は，自国の得る点数の最大化だけをめざす。

表

B国

低関税 高関税

A
国

低関税 A国：�点 B国：�点 A国：�点 B国：�点

高関税 A国：�点 B国：�点 A国：�点 B国：�点

ア A国が最も高い点数を得るには，A国が「低関税」を選択し，そのとき B

国が「低関税」を選択する必要がある。

イ B国が「低関税」を選択する場合，A国が「低関税」を選択するより「高関税」

を選択した方が A国の点数はより高くなる。

ウ B国は，A国が「高関税」を選択すると予想する場合は「高関税」を選択す

る。

� ア � イ 	 ウ


 アとイ � アとウ � イとウ � アとイとウ
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問 ３ 下線部に関心をもった生徒Ｘは，図書館で現代の巨大企業について調べ，

次のメモを作成した。メモを読み，下線部�の用語の説明と，下線部�に当て

はまる事例の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選

べ。 ２３

現代の企業は，国内のみならず世界規模で巨大化して利潤を得ようと活

動している。その過程で，合併や買収（M＆A）などを通じて収益性を高め

ようとした結果，�寡占も発生している。

さらに私企業の策定した規格が，�事実上の標準になることがある。

自社の規格が標準となった企業は巨額の利潤をあげる傾向にある。

一方，法的な強制力をもつ規格がある場合は，企業の製品などに必ず適

用される。

下線部�の用語の説明

ａ 従来と異なる産業にも進出すること

ｂ 数社の企業で特定の市場の大半を支配すること

ｃ 国境を越えて企業活動を展開すること

下線部�に当てはまる事例

ｄ 文書作成ソフトウェアが乱立していたが，徐々に一つのソフトウェアに利

用が集中して，ほかのソフトウェアの利用が大幅に減少した。

ｅ 独自規格の端子を採用していたスマートフォンを販売する企業が，ある国

際機関が定めた端子の採用を強いられることとなった。

� 下線部�―ａ 下線部�―ｄ � 下線部�―ａ 下線部�―ｅ

� 下線部�―ｂ 下線部�―ｄ � 下線部�―ｂ 下線部�―ｅ

	 下線部�―ｃ 下線部�―ｄ � 下線部�―ｃ 下線部�―ｅ
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問 ４ 下線部について，生徒Ｙは，「政治・経済」の授業で学習した依存効果の実

際の例を調べるために，クラスのみんなに最近買った商品の購入理由を述べて

もらった。依存効果の例として最も適当なものを，次の�～�のうちから一つ

選べ。 ２４

� 欲しかったけれどこれまで高くて買えなかった商品を，タイムセールで値

下がりしていたので購入した。

� 知ってはいたが買うつもりのなかった商品を，魅力的な広告をみて欲しく

なったので購入した。

� ある商品が政府の補助金で安くなったので，その商品を購入した。

� 習慣としていつも買っている商品なので，値上がりしていたが購入した。

公共，政治・経済
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問 ５ 下線部に関して，次のア～ウで示した人権条約のうち，日本が批准してい

ないものをすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。 ２５

ア 女性差別撤廃条約（１９７９年採択）

イ 死刑廃止条約（１９８９年採択）

ウ 障害者権利条約（２００６年採択）

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ
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問 ６ 下線部に関する国際的な取組みや議論について述べた次の記述ア～ウのう

ち，正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選び，その組合せとして最

も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２６

ア 国際紛争の鎮静化と平和的な解決に向けて，関係国の同意の下，国際連合

（国連）加盟国が自発的に提供した人員によって，中立的な立場をとる「平和

維持活動（PKO）」が実施されてきた。

イ 内戦で深刻な危機にさらされた住民を救済するために，国際社会は必要な

介入を行いうるとして，「人道的介入」が外国国家の武力行使を正当化する理

由として主張されてきた。

ウ 内政不干渉の原則を維持しつつ，危機にある人々を保護すべき責任は第一

義的には国際社会にあり，それが果たされないときには危機にある当該国家

の政府にその責任が移行するという「保護する責任」論が提唱されてきた。

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ

公共，政治・経済
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第６問 生徒Ｘと生徒Ｙは，「超高齢社会の日本の課題」をテーマとして探究活動を

行うことになった。生徒たちは探究活動に取りかかるにあたり，思いついたさまざ

まな課題をカードに書き出し，関連性の高いカードどうしをグループ化する作業を

行った。次の図は，その作業の結果の一部である。これに関して，後の問い（問

１～６）に答えよ。（配点 １９）

政治に関する課題

異なる世代の意見を反映する

選挙のあり方

地方議会議員

のなり手不足

経済に関する課題

社会保障費の増大

年金制度のあり方

年金資金の効果的運用

年金財源と国民経済

生産年齢人口の減少

社会に関する課題

高齢者による犯罪

高齢者の介護問題

高齢者の消費者被害

や犯罪被害

公共，政治・経済
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問 １ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，年金制度について関心をもち，厚

生労働省のWebページを読んで，次のメモを作成した。メモ中の ア ～

ウ に入る語句の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから

一つ選べ。 ２７

・２０歳になると，国民年金制度に加入し，６０歳になるまでの４０年間，国

民年金保険料を支払わなければならない。

・国民年金保険料は，２０２５年度の場合，月額１７，５１０円である。

・学生の場合，国民年金保険料支払いの猶予制度がある。

・国民年金は，原則として ア 歳から受給可能である。

・国民年金は イ ともいわれ，国民皆年金制度の根幹である。

・民間企業の会社員や公務員などの場合， イ に上乗せされて支給さ

れる ウ に加入する。

・ ウ の保険料は労使折半である。

� ア ６０ イ 厚生年金 ウ 基礎年金

� ア ６０ イ 基礎年金 ウ 厚生年金

� ア ６５ イ 厚生年金 ウ 基礎年金

� ア ６５ イ 基礎年金 ウ 厚生年金

公共，政治・経済
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問 ２ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，支払った年金保険料がどうなって

いるのかを調べたところ，GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）が積立金

として国内外の証券市場で管理・運用していることがわかった。それに関する

次の会話文中の ア ～ ウ に入る語句の組合せとして最も適当なもの

を，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２８

Ｘ：年金問題がよくニュースにもなるけれど，GPIFという機関で一括管理・

運用されていることは，あまり知られていないよね。

Ｙ：２０２３年度末の運用資産額は約２４６兆円，収益額は約４５兆円だよ。同年度

の日本政府の一般会計当初予算は約１１４兆円だから，大きな金額だよ。

Ｘ：年金制度は，現役世代が年金を受け取る世代に年金原資を移転する

ア 方式が事実上とられているね。支払われた年金保険料は，給付財

源を増やすために，GPIFが証券市場で運用しているんだよ。

Ｙ：２０２３年度は，日本もアメリカも株価が高騰したから，GPIFの資金運用に

も好影響があったね。

Ｘ：それにしても，国内外の債券や株式で運用しているけれど，大丈夫かな。

Ｙ：一般に金利が下がると，市場で取引されている債券価格は イ ね。為

替レートの影響も大きいよ。円高・ドル安になると，ドル建ての債券や株

式の日本円での評価額は ウ するね。

Ｘ：となると，金利や為替レート次第で，運用資産額も変わってくるね。

� ア 積立 イ 上がる ウ 増加

� ア 積立 イ 上がる ウ 減少

� ア 積立 イ 下がる ウ 増加

� ア 積立 イ 下がる ウ 減少

� ア 賦課 イ 上がる ウ 増加

� ア 賦課 イ 上がる ウ 減少

	 ア 賦課 イ 下がる ウ 増加

� ア 賦課 イ 下がる ウ 減少

公共，政治・経済
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問 ３ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，年金制度と GPIFの資金運用を学

んだところで，年金問題と国民経済との関係について話をしている。次の会話

文中の ア ～ ウ に入る語句の組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ２９

Ｘ：GPIFによって運用される資金の行き先について考えてみると，国債で運

用された資金は政府の公共事業にも使われ，企業の株式で運用される場合

は設備投資などに使われているね。

Ｙ：そういう意味で，債券や株式といった証券は，ある時点までに蓄積された

貸付けや投資の証明書であり，金融面での ア の経済ともいえるもの

だよ。

Ｘ：その一方で，GDPは一国の経済活動の規模を示す指標であり，これは実

物面での イ の経済だね。

Ｙ：そういえば，三面等価の原則で学習したけれど， ウ 面でみた国民所

得は雇用者報酬，財産所得，企業所得からなるもので，利子や株式配当の

所得は財産所得に分類されていたね。

Ｘ：ということは，ある社会の所得合計はその社会が生産した価値の合計に等

しいことを考えると，GPIFの債券や株式での資産が伸びていくために

は，金利や為替レートの影響もあるけれど，私たちが今後どれだけの国民

所得を生み出すかにもかかっているね。

� ア フロー イ ストック ウ 分配

� ア フロー イ ストック ウ 支出

� ア ストック イ フロー ウ 分配

� ア ストック イ フロー ウ 支出
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―１８７― （２２０２―１８７）



問 ４ 下線部に関心をもった生徒Ｘは，日本において警察が検挙した被疑者の年

齢別の人数と日本の６５歳以上人口との推移を調べ，次の図と後のメモを作成

した。メモ中の ア ・ イ に入るものの組合せとして正しいものを，

後の�～�のうちから一つ選べ。 ３０

(万人)

(年)

(万人)
日本の　65　歳以上人口

日本において警察が検挙した被疑者の年齢別の人数

40

2002

2002

03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

(年)03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
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0
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2,500

3,000

3,500

65　歳以上人口

14～17　歳検挙人数
18～64　歳検挙人数
65　歳以上検挙人数

図

（出所） 警察庁，総務省の各Webページにより作成。

メモ

検挙人数に関して，図によれば２００８年に比べて２０２２年には ア が減少し

ている。高齢者の犯罪を含め，犯罪への対策として重要なものの一つに，再犯防

止がある。日本では２０２２年の刑法改正により２０２５年に イ 。新設の刑罰

は，再犯防止のための措置の充実を期待して導入されたものである。

公共，政治・経済
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ア に入る語句

ａ 検挙人数の総数に占める６５歳以上検挙人数の割合

ｂ ６５歳以上人口に占める６５歳以上検挙人数の割合

イ に入る記述
きん こ

ｃ 懲役刑と禁錮刑に代わって，拘禁刑が新設された

ｄ 拘禁刑に代わって，懲役刑と禁錮刑が新設された

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ

問 ５ 生徒Ｙは，下線部に関連する法制度を調べた。現在の日本の消費者保護に

関連する次の法制度ア～ウと，それぞれの内容に関する後の記述ａ～ｃとの組

合せとして正しいものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ３１

ア 消費者契約法

イ クーリング・オフ制度

ウ 成年後見制度

ａ 病気や加齢などにより判断能力が十分でない人のために，その人が契約を

締結するのを助けたりする人を選任することができる。

ｂ 対象は訪問販売などの契約に限られるが，契約の締結から�日などの期間

内であれば，消費者は無条件に契約を解除することができる。

ｃ 事業者が消費者に誤認を生じさせて契約を締結させた場合などに，締結か

ら�年などの期間内であれば，消費者は契約を取り消すことができる。

� ア―ａ イ―ｂ ウ―ｃ � ア―ａ イ―ｃ ウ―ｂ

� ア―ｂ イ―ａ ウ―ｃ � ア―ｂ イ―ｃ ウ―ａ

	 ア―ｃ イ―ａ ウ―ｂ � ア―ｃ イ―ｂ ウ―ａ
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問 ６ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，日本における選挙の問題について

発表の準備をしており，図書館で調べて次のメモを作成した。メモ中の

ア ・ ウ に入るものの組合せとして最も適当なものを，後の�～�

のうちから一つ選べ。 ３２

〇地域間の一票の格差の問題
◇経済成長や産業構造の変化に伴う農村部から都市部への人口移動によ

り，議員一人当たりの有権者数に偏りが生じて一票の価値に不平等が

発生
◇問題の改善のため， ア の選挙で新しい議員定数の配分方式を

２０２２年に導入

・各都道府県の人口をある定数で割り，得られた答えの小数点以下を

切り上げて各都道府県の議員定数とし，それをもとに選挙区を作る

〇世代間での政治への影響力の格差の問題
◇若年世代の声を高齢世代に比べて政治に反映しにくいという問題

・高齢世代の投票率より若年世代の投票率が低い

・少子高齢化により，若年世代の人口が減少し高齢世代の人口が増加
◇問題の改善のための方策

・若年世代への主権者教育の充実

・選挙制度の変更や新たな選挙制度の導入
◇選挙制度の変更や新たな選挙制度の導入として議論されている例

１ 選挙で投票できる年齢の引下げ

・利点と課題： イ

２ 有権者を，若年世代，中年世代，高齢世代のように世代別に分け

て，たとえば「若年世代選挙区」のような世代別の選挙区を作り，各

有権者は，自分の世代の選挙区に立候補した候補者に投票するとい

う制度の導入

・利点と課題： ウ
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３ 投票を棄権した者に対する罰則の導入

・利点と課題： エ

◇上で示された�～�の各制度には利点も課題も存在

・日本の将来にとって望ましい制度についてさらに検討が必要

ア に入る語句

ａ 衆議院議員

ｂ 参議院議員

ウ に入る記述

ｃ 若年世代の投票率が低くても若年世代が選んだ者を必ず確保できるように

なるが，世代の違いを政治的に強調しすぎることになり，世代間対立を選挙
あお

制度によって煽ることになりかねない

ｄ 若年世代も含め投票率が上昇することが期待されるが，投票に行くことは

義務でなく権利であるという考え方も強く，一つの意見の表明として投票に

行かないという選択が制約されかねない

ｅ 若年世代の有権者の数を増加させることができるが，若年世代の人口は高

齢世代の人口に比べて少ないので，有権者の増加数は限定的である

� ア―ａ ウ―ｃ

� ア―ａ ウ―ｄ

� ア―ａ ウ―ｅ

� ア―ｂ ウ―ｃ

� ア―ｂ ウ―ｄ

	 ア―ｂ ウ―ｅ
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